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事 務 連 絡

平成１６年３月２９日

各地方運輸局自動車交通部 殿

沖縄総合事務局運輸部 殿

自動車交通局旅客課

新輸送サービス対策室

福祉有償運送及び過疎地有償運送に係る道路運送法第８０条第１項による許

可の取扱いに係る様式例等及び想定問答について

標記の取扱いについては、平成１６年３月１６日付け国自旅第２４０号で通知したとこ

ろであるが、同通達に係る様式例等及び想定問答を下記のとおり作成したので業務の参考

とされたい。

記

１．自家用自動車有償運送許可申請書・・・・・・・・・・・・・別紙「様式１」

２．計画の内容を記載した書面・・・・・・・・・・・・・・・・別紙「様式２」

３．自動車の運行管理管理等の体制を記載した書面・・・・・・・別紙「様式３」

４．運行管理責任者就任承諾書・・・・・・・・・・・・・・・・別紙「様式４」

５．整備管理責任者就任承諾書・・・・・・・・・・・・・・・・別紙「様式５」

６．運転者就任承諾書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・別紙「様式６」

７．法第７条各号の規定に該当しない書面（宣誓書 ・・・・・・別紙「様式７」）

８．法第８０条第１項の許可に付す条件について・・・・・・・・別紙２

９．想定問答・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・別紙３
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別紙「様式１」

平成 年 月 日

○○運輸局 ○○運輸支局長 殿

（沖縄総合事務局陸運事務所長）

住 所

氏名又は名称

代表者名

自家用自動車有償運送許可申請書

このたび、下記のとおり自家用自動車の有償運送を行いたいので、道路運送法第８０条

第１項及び同施行規則第５０条第１項により、関係書類を添えて申請致します。

記

１．氏名又は名称及び住所、並びに法人にあっては代表者の氏名

住 所

氏名又は名称

代表者名

２．運送需要者

．運送しようとする人の数３

登録会員 ○○人

４．運送しようとする期日又は期間

許可の日から２年間

５．運送しようとする区間又は区域

○○市（町、村）

．有償運送を必要とする理由６
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添付書類

①計画の内容等を記載した書面

②自動車の運行管理等の体制を記載した書面

③既存の法人にあっては、次に掲げる書類

イ 定款又は寄付行為及び登記簿の謄本

ロ 役員の名簿

④事故防止についての教育及び指導体制等を記載した書面

⑤事故時の処理及び責任体制等を記載した書面

⑥車両についての整備管理体制等を記載した書面

⑦利用者からの苦情処理に関する体制等を記載した書面

⑧運送主体と自家用自動車を提供し、当該輸送に携わる者との間に当該車両の使用に係る

契約の内容を証する書面

⑨運送の対価として収受する金額を記載した書面

⑩あらかじめ登録した会員名簿

⑪事故等に対応する損害賠償能力の内容を記載した書面

⑫法第７条（欠格事由）各号のいずれにも該当しない旨を証する書類

⑬地方公共団体からの協力依頼文書



別紙「様式２」別紙「様式２」別紙「様式２」別紙「様式２」

１　主たる事務所及び事業所の名称及び位置１　主たる事務所及び事業所の名称及び位置１　主たる事務所及び事業所の名称及び位置１　主たる事務所及び事業所の名称及び位置

　①　主たる事務所

電話番号
自己所有・
借入の別

所有・借入

所有・借入

２　事業所ごとに配置する自動車の数及びその種類ごとの数２　事業所ごとに配置する自動車の数及びその種類ごとの数２　事業所ごとに配置する自動車の数及びその種類ごとの数２　事業所ごとに配置する自動車の数及びその種類ごとの数

保有区別 普通車両 普通車両
（軽自動車）

特種車両
（福祉自動車）

特種車両
（軽福祉自動車）

普通車両
（回転ｼｰﾄ車両）

車両合計

所有車両

持込車両

所有車両

持込車両

※福祉有償運送における普通車両（軽自動車を含む）については、新たな構造改革特区

　　により認定され場合において許可対象となる。

主な自動車の明細

両数 種類 車名 型式 乗車定員 長さ 幅 高さ 装置の種類 所有・持込の別

　 人 ｍ ｍ ｍ

人 ｍ ｍ ｍ

人 ｍ ｍ ｍ

人 ｍ ｍ ｍ

人 ｍ ｍ ｍ

３　自動車車庫の位置及び収容能力３　自動車車庫の位置及び収容能力３　自動車車庫の位置及び収容能力３　自動車車庫の位置及び収容能力

　　営業所名 　　　　　　　　　位　　　　　　　置 収容能力
自己所有・
借入の別

両 所有・借入

㎡

両 所有・借入

㎡

両 所有・借入

㎡

業　　　務　　　計　　　画　　　等業　　　務　　　計　　　画　　　等業　　　務　　　計　　　画　　　等業　　　務　　　計　　　画　　　等

　②　事業所

名　　　　　称

事業所

事業所

位　　　　　　　　　　　　置

位　　　　　　　　　　　　置

事業所名

事業所

名　　　　　称

事業所
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別紙「様式３」

自動車の運行管理等の体制

事業所名）

１．業務計画を遂行するに足りる運転者を確保する計画・・・・・・・・・・ 人

＊添付書類・・・運転者就任承諾書、運転免許証（写）

２．適切な運行管理者及び整備管理者の選任計画並びに指揮命令系統

運行管理責任者 運転者⑧ ⑦

代表者 専従 役員等 （予定者する 氏名 氏名

氏名 氏名

（ ）⑨整備管理責任者 整備工場委託可

氏名 工場名

＊添付書類・・・運行管理責任者・整備管理責任者就任承諾書

３．点呼等が確実に実施できる体制

日常点検の実施場所 日常点検の実施者 事業所と車庫間の距離及び連絡方法点呼場所 点呼実施者

４．事故防止及び旅客サービス等に対する指導教育及び事故処理の体制

(1)旅客サービス・事故防止に関する指導教育方法及び計画

研修・講習会等の開催予定 年間 回

(2)事故処理連絡体制

運転者 → 運行管理責任者 → 代表者

↓┌ ← ┘ ↓

警察署 地方公共団体・運輸支局等

５．苦情処理体制

苦情処理 責任者 氏名

苦情処理 担当者 氏名

６．損害賠償能力

対人保険 賠償金額 円

（内搭乗者保険） 賠償金額 円

対物保険 賠償金額 円

車両 賠償金額 円

その他 賠償金額 円

＊提示書類・・・任意保険証書の写
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別紙「様式４」

運行管理責任者 就任承諾書

申請者 が○○運輸支局に提出した自家用自動車有償

運送の許可申請が許可になったときは、その運行管理の責任者として就任することを承諾

致します。

住 所

氏 名
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別紙「様式５」

平成 年 月 日

整備管理責任者 就任承諾書

申請者 が○○運輸支局に提出した自家用自動車有償

運送の許可申請が許可になったときは、その整備管理の責任者として就任することを承諾

致します。

住 所

氏 名

添付書類

・資格を証する書面（整備士免許証の写）
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別紙「様式６」

平成 年 月 日

運転者 就任承諾書

申請者 が○○運輸支局に提出した自家用自動車有償

運送の許可申請が許可になったときは、その運転者として就任することを承諾致します。

住 所 氏 名

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

添付書類

・運転免許証（写）
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別紙「様式７」

○○運輸支局長 殿

本籍地 ：

現住所 ：

氏 名：

： 年 月 日生生年月日 大正・昭和・平成

宣 誓 書

１．道路運送法 第７条（欠格事由）各号の規定に該当致しません。

上記に相違ないことを宣誓致します。

平成 年 月 日
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別紙２

法第８０条第１項の許可に付す条件について

法第８０条第１項の許可の条件は次のとおりとする。

１．運送は 「福祉有償輸送及び過疎地有償運送に係る道路運送第８０条第１項によ、

る許可の取扱いについて （平成１６年３月１６日付け国自旅第２４０号）の記４」

の（２）～（７）の条件に適合し、運営協議会における合意にしたがっているこ

と （具体的に定められた条件があるときはこれを記述 ）。 。

２．原則として、事業所のみにおいて輸送の引き受けを行うこと。

３．使用車両の車体には｢有償運送車両｣又は「８０条許可車両」を表示すること。

４．運賃及び料金、運転者の氏名並びに自動車登録番号について利用者に見やすいよ

うに車内に掲示又は備えおくこと。

５．運送主体の名称、住所及び代表者が変更となった場合は遅滞なく届け出ること。

６．使用する車両の総数が増加する場合はあらかじめ届け出ること。

７．運営に当たっては、地方公共団体と緊密な連絡を取り、輸送における安全対策、

事故発生時の連絡・対応及び苦情処理の対応等に対して万全を期すこと。

８．会員の氏名、住所及び年齢及び移動制約者・住民等であることの事実その他必要

な事項を記入した会員登録簿を作成し、適切に管理すること。

９．使用する車両の型式、自動車登録番号及び初度登録年、損害賠償措置、関係する

設備又は装備その他必要な事項を記入した自動車登録簿を作成し、適切に管理する

こと。

運転者の氏名、住所、年齢、自動車免許の種別、交通事故その他道路交通法違反10.
に係る履歴、安全運転等に係る講習等の受講歴その他必要な事項を記入した運転者

名簿を作成し、適切に管理すること。

、 。11. １～１０の条件に違反した事実が判明した場合は 許可を取り消すことがある


